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 河川の植生は、治水および環境保全に重要な要素として機能する一方で、持続的な管理が必

要とされている。北海道ではヤナギ類の適切な管理が出水リスクの軽減に繋がるため、その対

策は極めて重要である。本報では、河道整備後の再樹林化に係わるモニタリングデータ等から

得た情報をWebガイドラインとしてまとめ、このWeb化の試みと展望を報告する。ガイドライ

ンでは、実務に係る植物の植物生理学の知見や樹林化対策手法とその効果が掲載されている。

今後は、整備後のデータ蓄積を含め、地域特性を考慮した適用条件の精緻化、さらには整備費

に対する効果の持続性などの観点から最適な工法の選定が課題となる。 
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1.  はじめに 

 

河川植生は、河川の治水および環境保全に不可欠な役

割を果たし、その管理は極めて重要な要素とされる。と

くに治水の側面では、樹木の管理が不十分だと流下の妨

げや、水位上昇、土砂堆積につながり、治水安全性が損

なわれる可能性がある。北海道の河川で対象となる樹種、

とりわけヤナギ類は約80％を占めており1)、この繁茂を

できうる限り最小限に抑えることが肝要である。 

平成30年12月に全国の河川における洪水時の危険性に

関する緊急対策が閣議決定されて以降、河道掘削後の整

備箇所では、掘削箇所の土砂堆積等に伴う再樹林化抑制

の効果を検証するため、モニタリングデータの蓄積を行

うと共に過去に行われてきた対策効果について分析を進

められている2)．また、伐採後の樹木管理についても、

実際の現場で効果検証が進められている3)。 

一方で、河道掘削後の樹林化抑制などに関連する情報

が2011年のガイドライン4)発刊後、継続して更新されて

おらず、新しい研究成果が一元的に管理されていないと

いう課題がある。とくに紙面やPDF形式での情報は、迅

速な情報の更新が難しいという問題に直面している。そ

こで、本報では河川管理の効率化を図るため、河川整備

や維持管理時の樹林化対策について、これまでの研究デ

ータをWeb形式で新しい知識を共有する取り組み（以下

Webガイドラインと呼ぶ）と今後の課題・展望について

報告する。 

 

2.  WEBガイドラインの概要と構成 

 

Web ガイドラインは、河川管理の現場担当者に対し、

最新の情報を提供するとともに、具体的な対策検討プロ

セスを提示することを目的として作成している。このガ

イドラインは、クロスプラットフォーム対応のメモアプ

リケーション「Notino」を基盤に構築しており、Web 上

にて容易に内容を更新・確認できる（図-1を参照）。 

Web を利用することの利点としては、紙面と比較し

文字数に制限がなく、版組などのレイアウトの制約が少

ないうえ、最新研究の引用とスムーズな情報共有が可能

といった点があげられる。 

Web ガイドラインは、河川植物に関する基本的な事

柄（①のセクション）、実務で樹林化対策をする際に行

われる各手法と効果（②のセクション）、既存ガイドラ

インと樹林化抑制の工法を選択するための Web アプリ

ケーション（③のセクション）で構成される。また、②

については、河川管理の実施に際して、実務における意

思決定プロセスのフローを整理し、掲げた工法の適用条

件や効果を明示している。以下では、上記の①と②の内

容の主たる点を詳述する。 

 

(1) 植物（樹木）の成長や成立に係わる基本的な事項 

本セクションでは、植物生理学の中でも、植物の生長

にとって重要な代謝や光合成、萌芽メカニズム、環境へ

の適応について簡潔にまとめている。植物の代謝メカニ

ズムを知ることは、植物の成長を抑制している機構を理
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解する手助けとなる。以下、具体的な例として図-2 に

示す代謝と植物の制限および伐採後の繁茂の仕組みにつ

いて記す。 

植物は独立栄養のために光合成という代謝を行う。代

謝とは、生物が生体内での化学反応によって生物の機構

と営みに必要な物質を合成したり分解したりする働きを

指す。光合成は、葉緑体を含む緑色組織（葉、茎の一部、

若い果実など）でしか行われず、非緑色組織（根、花、

果実、種子など）は光合成を行う緑色組織から有機物

（糖やアミノ酸）を輸送してもらい従属栄養を行ってい

る例えば5)。光合成は、「光と水から酸素と水素イオンと

電子を作る」プロセス（明反応）と、「二酸化炭素と水

から有機物（グルコース、スクロースなど）を合成す

る」（暗反応）プロセスの２つに分けて考えることがで

きる。結果的に、糖は必要分だけ活動や成長エネルギー

として利用され、余った糖は枝、幹、根へデンプンとし

ても貯えられる。植物の成長や維持には、炭水化物（デ

ンプン）と、これを作るための光が欠かせない。逆に言

えば、光の供給を限定することで葉緑体内で光合成を制

限し、デンプンの消耗を促進させることができる。植物

は、代謝システムを妨げられることで成長が制限される。 

 伐採後の萌芽率は、糖の量と植物固有の生理活性（呼

吸、栄養物質の輸送、ホルモン調整などにあたるが、成

長段階や種類によって異なる）によって決まっていると

 
図-2  光合成反応の理解と伐採時への活かし方 

 

 
図-1  Webガイドライン（案）の全体像 

-①：河川植物に関する基本的な事柄、②：実務で樹林化対策をする際に行われる各手法と効果、

③：既存ガイドラインと樹林化抑制の工法を選択するためのWebアプリケーション で構成される- 
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考えられる。言い替えれば、切株の糖の量が少なく、生

理活性も低い状態にあれば萌芽率は小さくなる可能性が

高い3)。 

 

(2) 河道掘削後の樹木再繁茂防止策とその効果 

 本セクションでは、河道掘削後に再樹林化を防止する

ための対策として、各種工法の適用条件を示している。

河道掘削は、出水時の河川水位を低下させ、治水の安全

性向上を目指して実施される。しかし、掘削箇所に土砂

が堆積したり、掘削箇所に樹木が生育するなどの課題も

ある。これに対応するため、2011年に発刊されたガイド

ライン4)では、融雪・夏期出水時の撹乱を利用する撹乱

対策、ヤナギ類の播種期（多くが4月～6月）に融雪時の

冠水を利用する冠水対策、掘削後に出水等で撹乱や冠水

が及ばない箇所での早期の草地化を促進する対策があげ

られていた。これらの効果は、モニタリング河川（約30

箇所）を対象に文献2)でまとめられている。例えば、撹

乱対策では3年に1回の頻度で河床の砂礫が十分に動くだ

けの摩擦力が重要とされたり、融雪期の冠水日数が30日

以上になると樹林化率が30%を下まわることが報告され

ている。そこで、掘削後の3つの対策工法と、対策工法

による成否を決める条件設定をフローによって整理した

（図-3）。なお、フローにはテキストベースのマークア

ップ言語の1つであるMermaidを利用している。 

フローの見方としては、例えば、掘削後に撹乱対策を

行う場合は、撹乱箇所が3年に1度の頻度で撹乱境界（ヤ

ナギ類の撹乱が可能な代表粒径に応じた摩擦速度）を上

回るかどうかが、対策工法の選択で適用条件となり、上

回る場合は○で効果が高く、下回る場合は×で効果が低

いことを示している。フローの中で、各対策を赤一点破

線で囲っているが、クリックすると適用条件の説明（図

-4参照）のページへと移動する。仮に草地対策をクリッ

クすると、図-4に示すような草地による対策と適用条件

について詳しい解説を見ることできる。また、本文中に

は、重要な箇所を色を変更し見やすくすることに努めて

いる。さらに、アンダーラインの部分をクリックするこ

とで、文献や本ガイドラインで設けられた資料のページ

に移動できる。 

 

(3) 樹木の伐採・除根の処理方法とその効果 

 樹木の伐採などによって再度の樹木繁茂を抑制する方

法は、河積の維持のために多くの個所で実施されている。

図-5 にヤナギ類の伐採等の採用にあたる条件設定と対

策手法の効果フローを示す。樹木伐採のメニューとして

は、「伐採のみ」、「伐採に除根」、「伐採に遮光」な

どがあげられる。伐採のみは、葉の落ちた冬期に実施さ

れるケースが多く、施工性、時間効率性に優れているが

切株などからの数年以内に萌芽更新に至る例が多い（3

 

図-3  河道掘削時の対策工法の採用にあたる条件設定と対策工法の効果フロー 

- 掘削後に3つの対策工法の選定があり、対策工法の適用条件がフローによって整理されている。各対策の

赤一点破線で囲まれた箇所はリンク付けされており解説（図-4参照）へと移動できる。また、成否の可否は、

生理特性と論文中のデータ等から半定量的に分類（○：成功確率高、△：成功確率中、×：成功確率低）- 

 
図-4 草地対策の解説（一部） 
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年で萌芽枝が約 5m まで成長6)）。また、展葉期に伐採

を行った場合でも、とくに成長の良い段階の樹木は生理

活性が高いためか萌芽力が強い3)。フロー中に樹齢別に

伐採の効果と、伐採後の萌芽枝刈り取りの効果を示して

いるが、まだ仮説の段階である。 

伐採後に除根を行う場合は、落ち枝を取り除かなけれ

ば樹林化が進むケースが多いため6)、ヤナギの生理特性

を理解し整備を行うことが重要である7)。 

また、伐採後に遮光を行う場合については、3 つの異

なる工法がある。実際に、それぞれの工法では光制限に

より効果が異っている。植物は光合成により糖を生産し、

これを活動のエネルギー源としている。光の少ないとこ

ろでは、消費（呼吸量）が生産（光合成量）を上回るた

めやがて枯死に至る。覆土や防草シートなどによって光

を遮る方法は、光が樹体に当たらない限り萌芽をほぼ完

全に抑えることができる。例えば、覆土する方法で萌芽

が確認された場合は、覆土の厚みが不足しているか、ま

たは均一で無かったため、光の制御が適切でなかったと

推測できる。このように、基本原理を理解していれば、

効果が得られなかった際の原因特定も容易となる。 

伐採後に周囲を草地化する方法や樹林帯の中で樹木を

間引く方法は、伐採株への光を遮ることで萌芽や成長を

抑制できることを期待している8)。この場合、伐採後の

切株への遮光率が 70％を越えると成長が抑制されると

の報告がある9)。このように、遮光効果によって結果が

異なるので現場の状況に応じて工法の選択と効果の程度

を把握しておくことが望まれる。 

 

3.  今後の課題と展望 

 

(1) 各抑制方法の適用条件の定量化への課題と展望 

Webガイドラインでは、先に述べたように植物の生理

学のほか、河道掘削後の樹林化の抑制方法や樹木単体の

再繁茂抑制方法について、その大枠を示している。各抑

制方法は、一部は定量的に示されつつあるものの、仮説

の部分もまだ多い。先にも示したが、平成30年度に「防

災･減災､国土強靱化のための3か年緊急対策」が閣議決

定された後、各所で掘削等による河積確保の整備が行わ

れた。現在、整備箇所ではモニタリング箇所を設置し、

北海道開発局、各開発建設部、寒地土木研究所が主体的

に効果検証を行っている段階にある。今後の整備に繋げ

 
図-5  ヤナギ類の伐採等の採用にあたる条件設定と対策手法の効果フロー 

-各対策の赤一点破線はリンク付けされており解説へと遷移できる。また、成否の可否は、生理特性と論文中のデータ

等から半定量的に分類（◎ほぼ100％成功、○：成功確率高、△：成功確率中、▼成功確率中～低、×：成功確率低）- 
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られるようにデータをとりまとめ、情報共有を図る予定

としている。 

 

(2) 生育する樹木の地域性に関する課題と展望 

伐採等の樹木そのものを対象にした再繁茂対策につい

ては、樹木が生育しうる生理機構は分かるが、地域性、

樹齢、種類によっても対策の有効性が異なるようであり、

データの蓄積が必要である3)。例えば、伐採後の萌芽刈

り取りの効果については、岡山河川国道事務所管内での

検討例10)では、伐採後の萌芽幹刈取を2回行うことで樹

林化が抑制できたとの報告もある。一方で、北海道の牛

朱別川の検討事例では、3回の刈取でも15％の再萌芽が

確認されている。これらの事例では対象とした個体の樹

齢は不明だが、地域性によっても効果が異なると考えら

れる．ヤナギ類は日本の中でも冷温な気候帯に属する種

が多く、分布域も北ほど多い．このため、伐採を行った

後もヤナギ類の生育にとって適地な場所とそうでない場

所では、成長への影響の度合いに違いが見られる可能性

がある11)．すなわち、北海道ではヤナギ類にとって適地

な場所が多く、伐採や刈取によるストレスはあるものの、

南方に生育する同一種と比較し枯死に至り難いのではな

いかと推察される．このように、有効な方法であっても、

効果の程度は地域によっても異なることが考えられるた

め、対象とする地域から気候条件が大きく離れた場所で

の結果はあくまで参考として捉え、実践を通して効果検

証を行っていく必要がある。 

 

(3) 対策工法のコストとベネフィットの比較 

対策工法のコストとベネフィットの比較では、例えば

治水上で弱部になる箇所で、樹林化抑制を徹底して行う

のか、そうだとすればどの手法が最適化であるかなど、

現場の条件によっても異なる。対策工法を選ぶ場合は、

工法の有効性、実施可能性（手間や現場条件）および整

備費や管理費を踏まえて実施することが重要である12),13)。

いずれにせよ、現在は各工法の効果を定量化する段階に

有り、データ分析を通して工法の長所や短所などを踏ま

えて、河積確保のための管理に繋げられるように整理を

することが必要である。 

 

4.  おわりに 

本報では、河川植生の効果的な管理に重要な樹林化抑

制策に焦点を当て、河道掘削後の樹木再繁茂防止策や維

持管理、伐採などの効果に関する様々な技術的手法を

Webを利用して情報発信する試みを紹介した。このよう

な開発を通じて、実務に役立つ知識の共有と一元管理の

促進を図ることに繋がるものと考えている。 今後は、

さらに精緻化し、定量的なデータの蓄積や、地域性を考

慮した適用条件の洗練に繋げることが課題となる。また、

経済的な観点からも、コストとベネフィットをバランス

良く考慮し、対象とする場の条件に適した樹林化抑制工

法の選定が求められる。最終的には、これらの対策によ

ってより効率的で持続可能な河川植生管理の実現を目指

していくことが重要である。 
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